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１．団体の概要

団体名
長崎県沿岸漁業振興基
金

（一財）
長崎県沿岸海域の利用、保全及び漁協運動の推進と経営健
全化のための事業を行うことにより、沿岸漁業の振興等、長
崎県水産業の発展に寄与することを目的とする。
民法第34条　昭和59年　2月8日長崎県指令第3号による許可
平成26年4月1日　一般財団法人へ移行

定款等に定める事業

1.助成事業
2.栽培漁業の推進に関する事業

1,318,109

0.00

0.00

100.00

設立目的、経緯及び根拠法

℡

Fax

E-Mail

長崎市五島町2番27号
長崎県漁業協同組合連合会内

852-8686

長崎県

長崎県漁連

その他

095-822-3119

095-829-2413

設立年月日 昭和59年2月15日

ホームページURL

所在地等

県所管課

出資額(千円) 比率(％)

R4

0

6

6

うち県OB

6

0

常勤

6 6

役員
（名）

R2

合　計

非常勤 6

区分

他自治体

3

R4

40代

R3

区分

県派遣又は兼務職員

上記役員以外の顧問等

出資団体の概要（出資団体経営評価・診断表　様式①）

県の役職 団体での役職

県からの常勤又は非常勤役員

1人当たり人件費(年度推移)

正規職員

60代以上50代1人当たり人件費(R4、年代別)
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出資団体の概要（出資団体経営評価・診断表　様式①）

【共通】

 組 織 図

社員総会 4 名

理事会 名 事務局

代表理事 1 名 事務局長 1 名

副理事 1 名 主事 2 名

名 （長崎県漁連職員兼務）

理事 2 名

監事 2 名

〈当年度受入額〉 〈当年度末残高〉

貸付金

損失補償・債務保証額

１　政策目標

○

○

1

2

3

事業概要

漁獲された標識魚の買
取、日誌作成、分析

事業名

漁業振興対策事
業

栽培漁業の推進
に関する事業

出資金

委託料

負担金

貸付金残高

■資源管理の推進

水産資源の維持・回復を図るため、実効ある資源管理計画づくりやその実施への支援を行う。また、関係県・機関
が連携し、種苗放流技術の向上を図る。

団体の役割

２　県との役割分担

３　事業実施状況

県の役割

・漁協等が実施する魚類種苗放流にかかる種苗購入経
費への助成
・放流効果の把握のための調査を行い、その成果を関係
機関に提供及び一般に公表。

沿岸水産資源の増大、安全安心な沿岸水
産物の安定供給に寄与しており、今後も継
続する。

協力漁業者を確保し、体制を整えた上で事
業を継続予定。

説明

県では効果的な種苗放流技術の確立や、放流効果の把
握及び検証（放流の適地、時期、サイズなど）、及び受益
者による効率的な放流事業を推進している。
一方、団体においては、放流事業の受益者（漁協等）が
実施する既に効果が実証された魚種の放流に対する助
成を行っている。

事業の評価、今後の方向性事業費(千円)

・漁業者による資源管理計画づくりへの支援
・放流魚の生息環境や経済性を重視した種苗放流技術
の確立

団体に委ねる理由

県が直接実施するよりも効果的・効率的に事業実施可能

県が直接実施することが困難

その他

主な実績

４．県の政策との関連性

損失補償・債務保証残高

長崎市新三重漁
協外5件に対する
助成

２．組織・人員の状況（３月３１日現在）（続き）

３．県財政負担の状況（千円）

補助金

協力漁業者の減
少等のため実施で
きず

放流用種苗の購入費
用に対する助成
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出資団体の概要（出資団体経営評価・診断表　様式①）

【共通】

５．中期経営計画等の進捗状況・事業目標の達成状況 ◎　達成　　○　一部達成　　×　未達成　　－　未実施

№

○

①

②

③

④

500,000

中期経営計画の目標達成

事業目標の達成

達成状況

県が期待する効果の実現 [１点]効果を概ね実現している　 [２点]十分実現している

判定項目

中期経営計画の策定 [２点]中期経営計画（計画期間３年以上）を策定している

最終年度(R　　)

R2

No. 項目名

評価基準

（目標値設定の根拠・考え方）

No.

項目名

計画上の目標値R4
実績

最終年度

R4
実績

計画上の目標値

（翌年度に向けての改善事項等）

（目標値設定の根拠・考え方）

②

（翌年度に向けての改善事項等）

No. 達成状況

項目名

④

（翌年度に向けての改善事項等）

最終年度(R　　)

R4実績

③ （目標値設定の根拠・考え方）

（翌年度に向けての改善事項等）

目

標

値

(R　)
達成状況

最終年度

R4実績

目

標

値

（目標値設定の根拠・考え方）

①

(R　) 達成状況

中
期
計
画

No.

-

1

[１点]目標を１項目達成　　　　　　[２点]２項目以上達成

[１点]事業目標を１項目達成 　　 [２点]２項目以上達成

（計画達成状況の判定）

R4

7,000,0007,000,000

十分実現している 事業目標①「漁業振興対策事業」は例年並みに実施できたが、事業目
標②「栽培漁業の推進に関する事業」は、実施できなかったため。

点数

-

1

合計 2

評価理由

項目名

7,000,000

0 0（実績）

（県が期待する効果の実現）

500,000
4,714,900

備考R3

4,770,600 4,570,470

0
500,000

実現できていない

概ね実現しているが未実現の部分がある

①

②

評価結果

（計画）

（実績）
漁業振興対策事業

（計画）

事
業
目
標

③
（実績）

項目名

栽培漁業の推進に関す
る事業

（計画）
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出資団体の概要（出資団体経営評価・診断表　様式①）

【公益法人会計基準適用法人用】 直近の決算日： 令和 5 年 3 月 31 日

（財務状況の判定）

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

経常収益(C)
　うち受託事業収入

99.42

一般正味財産
正味財産合計(B) 1,287,059

　うち補助金収入
　うち基本財産等運用益収入

　うち県財政支出額(E)
経常費用 5,792 100.875,742

-

当期収支差額(L)
次期繰越収支差額(M)

-631

-631

1,022

4,715

経常収益

当期一般正味財産増減額率(J／C)

当期指定正味財産増減額(K)

当期指定正味財産増減額(K)

　　うち人件費(F)
　管理費(G)
　　うち人件費(H)

-12.35

当期経常増減額率(I／C) -12.35

10,458

経常費用 当期収支差額

107.13
4,342

0

1,000

-8.37

67.81

-432

当期収入
当期支出

0 4,570

数値・比率

　うち自己収入(D)

流動資産

　基本財産
　特定資産
　その他固定資産

資産合計(A)

-

-

4,570

-
3,160

5,592

1,063,500

　　うち金銭債権額
固定資産

　　うち退職給付引当金
負債合計

指定正味財産
36,500 36,500

1,063,500

1,328,275

６．財務の状況

100.15

団体債務保証額
【正味財産増減計算書】

99.97

流動負債
　　うち短期借入金
固定負債
　　うち長期借入金

-

1,286,383

100.00

項　　　　　　　　　　目

【貸借対照表】

63.91

5,592

71.699,451

5,160

4,138

5,1605,111

-432

9,730

64.09

-676 63.91

96.20

3,160

101.19

-

4,771　事業費

県財政支出率(E／C)

3,116

10,162
100.61
101.0010,563

【会計単位別】
一般会計

（会計方針の変更による影響額）

当期一般正味財産増減額(J)
-

対前年度比

当期収入

0.0

次期繰越収支差額(M)

各財務数値の増減理由及び各種引当金の設定状況等

95.79

45.94

-13.21

-432

当期支出当期経常損益

96.55

-
-

100.10

99.70
1,285,951

-

101.41

【収支計算書等】
-

当期経常増減額(I)
経常外損益

100.06 61.24

19.81

64.094,342

19.94

0.00

60.91

99.32

9,451

96.26

6,775 71.69

60.87

99.34

合計 -2.0

20.07 98.66

0.0

0.0

※判定項目ごとに評価基準に基づき採点

0.0

0.000.00

自己収入比率(D／C)

管理費比率(G／C)

正味財産比率(B／A) 96.90

0.0

100.61100.55

-2.0

99.3499.35

63.36

0.0107.03 67.8163.36

-13.21

0.0

00

99.9996.89

数値・比率

5,160

10,162
4,570

-8.37107.03

対前年度比

-4,570

点数
対前々年度比

R3

-432

5,5925,160

判定項目
R4

数値・比率
R2

9,730-432
4,570特別会計

合　　　　　　計

107.13

1,020 1,022 100.20

63.91-432

100.00

-

1,000

-

98.41

223,559
1,063,500

1,026

36,500

-631

3,111

-

5,116

9,827

107.13
-

6,775

-676

9,887

-676

1,335,935
-

100.16
100.16

1,327,655

222,451

-
100.00

99.95
222,883

36,500
-

100.00

3,116

36,500
1,281,609

100.00

36,500

-
100.86

100.00
-

1,000

99.81
100.00

101.41

-

3,111

100.6299.95

100.831,327,022
1,279,609

36,500
-

100.00
100.16

-

-
-

100.00 36,500
-

100.16
100.00

1,316,109

36,500

1,314,109
1,277,609

11,546

R2 R4

（単位：千円、％）

金額

77.208,913
-

R3

-

対前年度比対前年度比 対前年度比金額 金額

81.5114,166
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出資団体の概要（出資団体経営評価・診断表　様式①）

【共通】

７．経営内容及び事業活動についての総合判定

（団体の自己評価）

５点以上：Ａ －５点以上～５点未満：Ｂ －５点未満：Ｃ

概ね良好 改善の余地あり 一層の努力が必要

（県の評価）

※評価の内容、県評価での加点・減点、総合判定の理由

（加点・減点を行う場合は、点数及び理由を具体的に記載ください。）

　県漁政課長が評議員となっていることから、今後も評議員会及び理事会へ参加するとともに、公益目的支出計画
の適切な実施に向けて、助言・指導を行っていく。

「計画達成状況」「財務状況」の合計点数

※事業活動・経営の努力・今後の課題及び改善事項等

収入が基本財産運営益のみであり、低金利下における事業費確保が課題である。しかしながら、管理費は必要最
小限で行い事業費も収入に見合った規模で実施し経営の安定に努めている。
事業においては、県漁連等を経由して購入した種苗費に助成を行い、沿岸漁業資源の回復と栽培漁業推進に貢献
できた。
しかしながら、種苗の放流に関する調査事業については天然トラフグの水揚げ減少に伴う価格の高騰、協力を得て
いた延縄漁業者の減少等により実施が困難な状況となっており、事業実施方法の検討、協力体制の再構築が必要
である。

総合判定 Ｂ

（今後の県の関与の方針）

合計点数

0.0

0.0

Ｂ総合判定
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